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本調査は、世界 64 ヶ国の各国の英語教育の専門家への質問紙調査により、小学校英語教育の現状を

分析し報告したものである。各国で文化・制度等の背景や文脈が大きく異なるため、本調査は量的な比

較に加え、自由記述による質的な分析も加味されており、各国の温度差や地域の実情も感じ取ることが

できる報告となっている。 

わが国は、平成 23年度に小学校において外国語活動を 5・6年生において必修化し、さらに近い将来

に教科化および英語教育の開始年齢引き下げを検討する方向である。そうした小学校教育を大きく変え

うる政策的判断を広く議論する上で、本調査が示唆するところはきわめて大きい。 

 本調査の主な結果としては、開始年齢、教員養成・研修、到達目標とアセスメント、異校種（小中・

幼小）間の接続、民間英語教育の影響が指摘されており、本稿ではそれぞれについて解説し、示唆を検

討する。 

 

1）開始年齢について 

 各国の小学英語にかかわる最近の政策的な変化としては、開始年齢の低下が最も多く（20国/64国中）、

世界的な傾向であることが分かる。調査報告からは、64 ヶ国中の半数の国（30 ヶ国）で、小学校 1 年

生から英語を導入しているという（就学開始年齢が国により異なるため英語学習の開始年齢はばらつき

がある）。2 年生とする国が 6、3 年生が 11，4 年生が 3、5 年生あるいはそれ以降とする国が 9 ある。

日本は、5年生からであり、最も遅いグループに属している。 

しかし、本調査にあるように、多くの国が制度として英語学習開始年齢を下げているが、必ずしも、

十分な資源確保、とりわけ教員の供給が追いついていないとされており、上記の開始学年低下の世界的

傾向が実質を伴っているかどうか、慎重に見る必要がある。必要な条件整備が整わない状態では、単に

開始学年を下げるだけでは効果は上がらない。特に教員の英語力や指導力の向上や教材などにより豊富

な言語接触の量を確保することなしに、また Pinter(2011:57)が指摘するように、その言語接触の「質」

を確保する方策をとることなしに、十分な効果を期待することはできない。 

 また、今後、どの学年を重点的に整備するかについても検討が必要である。高学年児童よりも、中・

低学年児童の方が、心理的な抑圧が低く、リスニング力、発音、暗黙的な習得力などの点でメリットが

あるが、豊富な言語接触が必要だとされる。一方で、高学年児童は、文法、読み書きなどの学習効率の

面で有利であるとされており（Muñoz 2006, 2007）、どの学年に重点的な投資することが適切か、今後

慎重な判断が必要である。 

 

2）教員養成・研修 

 教員の英語力・指導力の向上は、小学校の英語教育政策を考える上で、最も重要な要素である。しか

し、本調査から 64％（41ヶ国）が教師の供給について課題を抱えていることが分かる(p.18)。そこから

読み取れることは、各国が政策的には小学校英語教育を積極的に推進する姿勢を示していながら、要と

なる教員養成に弱点を抱えるケースがきわめて多いということである。わが国は、現在、小学校英語教

育の充実の方途を模索する時期にあるが、教員養成・研修の充実は、開始年齢や時間数などの制度的な
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議論を進める際の最重要課題であることを認識する必要がある。 

小学校英語の指導担当者（p.21-22）の種別については、各国で多様性があるが、担任教師、常駐の英

語専科教員、巡回する英語専科教員、英語専門ではない一般教師、外部講師などを採用しており、各種

の教員種を併用する国も多いが、常駐の英語専科教員が指導する国が 44 ヶ国であり、担任教師が指導

する国が 25ヶ国となっている。 

現在、わが国は担任を中心とする指導者体制をとっている。今後、開始学年を 3 年とし、5・6 年で

教科として時間数を増加させる案が浮上しているが、現在の担任中心の指導体制の良さを維持しつつも、

英語専科教員や学校を巡回しながら指導する専科教員などを、どのような資格認定をして、どのように

組み込むのか、またどの程度組み込むのかについて、検討を進める必要がある。 

ただ一方で、担任教師の力量向上のための研修は、小学外国語活動の必修化後、やや低下傾向にある

（英語検定協会 2012）とされている。担任教師が外国語活動にかかわることは、広い児童理解、発表

意欲の促進などの面で意味があり、今後も研修の重要性は変わらない。 

小学英語の指導教員の資格については、研修プログラムを受けた一般教師（27 ヶ国）、大学小学英語

専攻卒業の教師（26ヶ国）、中学英語教師（24ヶ国）、国の英語能力資格を取得した一般教師（23ヶ国）、

大学英語英文科卒業者（21ヶ国）、国際的な英語能力資格を取得した一般教師（15ヶ国）など、多様な

パタンがみられる。 

わが国では、小学校教員養成における英語指導者の養成がきわめて立ち後れている。その理由は、小

学校において英語が教科となっていないために、小学校教員免許の制度上、大学の教員養成レベルで小

学校英語関連の科目が必修化されていないことが大きい。制度的な整備の遅れに加えて、大学の小学校

英語教育の研究者・指導者の配置不足も大きな課題である。 

このように小学英語の要ともいえる教師の恒常的な養成と質保証のためには、早急な教員免許法制度、

大学の教員養成プログラムの整備が必要である。一般の小学校教員の英語指導力にかかわる養成に加え、

もし専科教員の導入を考えるのであれば、その養成・研修もどのように行うのかについても今後検討が

必要である。 

 

3）到達目標の設定と評価 

 本調査では、各国でどのような到達度が設定され、評価が行われているかについて調査がなされた。

なお、ここでの評価とは、日常の形成的評価ではなく、小学校修了時の総括的な評価としての、全体的

な教育プログラムの成果の検証である。一般に、小学英語のプログラム評価は、バトラー(2005)でも指

摘されている通り、従来より不十分であったが、本調査からは、徐々に各国で到達目標レベルが明示さ

れることが多くなってきていることが分かる。しかし、評価のスケール（例：CEFR  A レベル）が粗

すぎることや、児童に合わせたテスト方法になっていないことが課題として浮かび上がっている。 

わが国においては、現状では、小学英語の客観的な評価を敬遠する傾向があるが、今後教科化を検討

するにあたり、明確な到達目標と検証方法についての研究・取り組みが必要である。ただし、今後とも、

児童期に合った評価方法の開発、情意・態度面、流ちょうさやコミュニケーション方略など検証しにく

いが重要な側面の扱いについての検証方法の研究が求められる。 

 

4）小中の連携 

 小中の連携については、従来あまり調査されていなかった分野であり、本調査が各国の状況を探った

ことには意義がある。調査結果によれば、小中合同の連絡会、橋渡し指導、成績の引き継ぎなどについ
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ての各国の状況は、きわめて低調である。直山(2011)は、小中連携の段階として、「情報交換」「交流」

「連携」の 3 段階で進んでゆくとしているが、「情報交換」のレベルでさえ、まだ十分になされていな

い国が多いことが分かる。 

せっかく小学英語で培われたものが、中学校側がその成果を「理解し」「引き継ぐ」工夫をしなけれ

ば、小学英語の成果は十分に生かされず、中学入学時にふりだしに戻されることになってしまう。小学

校での英語教育の充実を推し進める上で、中学校との接続（目標、指導方法、内容）をどうするか、そ

して中学校で生徒の英語力をどのように上のステージに上げてゆくかについてのビジョンが求められ

てくる。 

 

5）民間英語教育の影響 

 バーレーン・キプロス・ギリシャや中国・台湾・日本などは、民間の英語学校に通う率が高いと報告

されている。韓国などは、こうした民間の英語教育の加熱により学力格差が課題となっている（Lee 

2009:98）。またこのことは中学校への接続において、入学時に学力差が顕著になるという問題も引き起

こしている。こうした民間英語教育の影響は、English Divide とも呼ばれる経済的・地域的な格差につ

ながる可能性がある。わが国の今後の小学英語の制度設計においては、目標設定や評価、指導方法、教

師の質などを慎重に担保することで、公教育における英語教育の意義と質を高める努力が必要である。 

 

6）おわりに 

 本調査は、世界の小学英語の動向を分析した貴重な報告であり、今後のわが国の小学英語の方向を考

える上で、きわめて価値が高い。しかし国際比較は、往々にして、他国との比較により優劣を判断しが

ちであるが、むしろ、本調査の知見から、わが国のこれまでの長所と短所を冷静に判断し、次の一歩を

意味ある方向に進めるための糧を得るという姿勢が必要である。願わくば、わが国の子供たちがあまね

く外国語を使う楽しさを知り、世界の人々と通じ合える力と姿勢を身につけられるよう、世界の各国の

実情より学び、これからの望ましい小学校英語教育を考え、実現してゆきたいものである。 
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